


















「2017年 6月 2日受付，2017年 6月 22日受理」 
空間的競争モデルの展望 




A Review and Prospects for the Future Research on Spatial Competition Model: 
A Feasibility Study on Multi-agent Simulation for Spatial Competition Model 
 
SHIROISHI Hidetoshi*, MIURA Masashi** 
 
キーワード：空間的競争，立地，製品差別化，マルチエージェントシミュレーション 




グ学者がしばしば注目してきたトピックである (Brown, 1989; Lancaster, 1990; Moorthy, 1993)。その
研究は Hotelling (1929) の先駆的モデルからスタートする。彼は，消費者が一様に分布する線分市場
において，「同質財を販売する 2 人の売り手はどちらも中央に立地する」と結論付けている1。この







対の結論が得られている。たとえば，d'Aspremont, Gabszewicz and Thisse (1979) は，ホテリングモデ
ルの状況 (1次元上の立地競争) に加えて価格競争を想定することによって，正反対の結論，すなわ
ち「2 人の売り手はそれぞれ線分市場の両極に立地する」という最大差別化原理 (principle of 
maximum differentiation) が導かれることを明らかにしている。その他の拡張モデルとしては，市場
空間を線分市場から 2次元または N次元上へと拡張した研究 (e.g., Tabuchi, 1994; Irmen and Thisse, 




それは，立地 (および価格) という戦略変数を有する 2 人のプレーヤーのゲーム的状況について最
適化問題を解析的に解くというアプローチである。換言すれば，既存研究は，各々が設定した状況 
 




本論では，今後の拡張としてマルチエージェントシミュレーション (multi-agent simulation, MAS) 
の利用可能性を検討する。MASとは，複数のエージェント (たとえば消費者や企業) が各々のルー 
ルに従って同時進行的に相互作用することによって，どのようなマクロ現象が創発するのかをコン
















販売する 2人の売り手 Aと Bがそれぞれどのような立地を選択するのかという問題を扱っている。
各消費者はたかたが 1単位の製品を価格と移動コストの和が小さい方から購入すると仮定する。こ
のとき，「2人の売り手 Aと Bはどちらも中央に立地する」という結論が得られる。 
この結論は直感的にも理解しやすい。線分市場上の売り手 Aと Bの立地をそれぞれ xAと xBとす
る。なお一般性を失うことなく，xA =[0,1/2] および xB =[1/2, 1] と定義できる。仮に Aが市場の左端
に立地し，Bが右端に立地したとしよう (図 1の[a])。このとき，Aと Bは立地以外の点では同質で
あるので，消費者は移動コストが最小となる売り手から製品を購入しようとするだろう。したがっ 
 
図 1 ホテリングモデルの直感的理解 
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について，ナッシュ均衡または部分ゲーム完全均衡を解析的に求め，どのような条件が重なると，
最小差別化原理または最大差別化原理が成り立つのかに焦点を合わせている。 
本論では，今後の拡張としてマルチエージェントシミュレーション (multi-agent simulation, MAS) 
の利用可能性を検討する。MASとは，複数のエージェント (たとえば消費者や企業) が各々のルー 
ルに従って同時進行的に相互作用することによって，どのようなマクロ現象が創発するのかをコン
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て，Aと Bが獲得する顧客，すなわち市場シェアは図 1の[a]の通りである。 
ここで xBを右端のまま固定して，Aが Bから顧客を奪うためにより右に立地したとしよう。この
とき，図 1の[b]に示される通り Aの市場シェアは拡大する。このような Aによる市場奪取行動を予
測するBもまた同様に市場シェアの拡大を目指して，より左に立地しようとするだろう (図 1の[c])。
このような思考を Aと Bが同時的に行うと，最終的には最小差別化原理が示す通り，「2人の売り手
Aと Bはどちらも中央に立地する」のである (図 1の[d])。 
d'Aspremont et al. (1979) は，ホテリングモデルと同様に消費者が長さ 1の線分に沿って一様に分







線分市場の任意の点 xi (xi = [0,1]) に居住する消費者 iの移動コストを t |xi－xA|および t |xi－xB|，売
り手 Aと Bの価格をそれぞれ pAと pBとし，市場の境界点を xˆ としよう。消費者 iは価格と移動コ
ストの和が小さい方 (Min (pA + t |xi－xA|, pB + t |xi－xB|)) から製品を 1単位だけ購入する。ここで売




逆に売り手 Aと Bが異なる立地を選択するケースを検討しよう。まず Aと Bが線分市場の両端に
立地するケースにおいては， xˆ よりも左側を Aが独占し， xˆ よりも右側を Bが独占することになる 
(図 2の[a])。次に，pAと pB を所与として，xBを右端のまま固定した状態で，Aがより中央に進出し
たとしよう。このとき，Aの市場シェアは増大する (図 2の[b])。このように自社の立地を線分市場
の中央に近づけていくことによって，自社のシェアが増加する効果を直接効果またはマーケットシ
ェア効果という (丸山・成生, 1997; Cabral, 2000)。さらに，このケースにおいて，xAと pAを所与と
して，B のみが値下げしていくと，B の市場シェアは増大するのに対して，A の市場シェアは減少
する (図 2の[c])。Bがさらに値下げした図 2の[d] のケースにおいては，Bが市場を独占すること
になる。このような一方の立地が中央に近づくことで競合他社が値下げし，自社の市場シェアが変
化することを戦略効果という (丸山・成生, 1997; Cabral, 2000)。 
A (または B) が中央に向けて移動すると，A (または B) の市場シェアが増大する一方で，そうし
た A (または B) の行動に伴って減少した市場シェアを取り戻すべく競合他社 B (または A) は値下げ
を行い，その結果として，A (または B) の市場シェアは減少する (図 3)。したがって，このゲーム
において，売り手の立地行動は自社の市場シェアに対して正の効果 (直接効果) と負の効果 (戦略効






図 2 立地－価格の 2段階ゲームの直観的理解 
 
 
図 3 立地－価格の 2段階ゲームにおける直接効果と戦略効果 
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Anderson and Neven (1991) は，価格競争ではなく，数量競争を空間的競争モデルに導入した6。彼
らは，まず 2人の売り手が線分市場において立地を選択し，次に数量を決定するという 2段階ゲー
ムをモデル化し，二者は線分市場において中央に立地するということを明らかにしている7。また価
格競争を想定した d'Aspremont et al. (1979) のモデルにおいて，消費者は価格と移動コストの和が小
さい売り手から製品を購入すると仮定されているが，Anderson and Neven (1991) においては，売り
手が輸送費 (距離に依存する関数) を負担すると仮定されている。つまり，売り手は，自社の立地
点 xA (または xB) から，線分市場の任意の点 xiに居住する消費者に製品を配送し販売するというの
である。それゆえ，後者のモデルでは，売り手は市場全体に製品を供給させるために，できる限り
輸送費を低くしようとするインセンティブが働くという。さらに Anderson and Neven (1991) の拡張
は，d'Aspremont et al. (1979) 流の空間的競争モデルを数量競争に変更したことだけに留まらない。
彼らは，需要関数と移動コストが線形である場合，売り手の数に関係なく，中央に立地することが
唯一の均衡解であることを明らかにしている。 








を 2次元へと拡張した研究群も存在している。Tabuchi (1994) は，d'Aspremont et al. (1979) 流の空間 
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図 4 立地－数量の 2段階ゲームの立地均衡 
 
 
図 5 2次元の市場空間における立地均衡 
 





という状況が均衡解になるという (図 5 の[b])。その一方で，市場空間が細長い長方形になるほど，
2 人の売り手は 1 つの次元――具体的には製品差別化の余地が大きい，すなわち長方形の長い辺―
―については最大限に製品差別化を行うが，いま 1つの次元――具体的には製品差別化の余地が小
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空間をN次元へと拡張した Irmen and Thisse (1998) においても同様の結論が得られている。彼らは，































ースによる直感的な操作を特徴とした MAS構築プラットフォームである (山影, 2007)。アニメーシ
ョン出力を伴う MASを素早く簡単に構築することができるため，MASに関連する研究や教育にお
いてしばしば活用されている (e.g., Miura, Tokunaga and Sakurama, 2016; 三浦, 2017)。 














を価格と移動コストの和 (pA + t |xi－xA|, pB + t |xi－xB|) によって評価し，その値が小さい方を購入対
象とする。シミュレーションの結果表示においては，どちらを購入対象としたかを見て取れるよう
に，消費者エージェントから見て購入対象となる売り手エージェントに対して点線が引かれるよう
にした。図 6にステップ終了時の表示の例を示す。四角は売り手 A，丸は売り手 Bを表す。 
図 7はプロトタイプの実行結果の一例であり，売り手の立地のステップごとの変化である。この
ケースでは市場空間を長方形とし，売り手 A と B が向かい合う短辺の中点にいる状態を初期状態 
(図 7の[a]) とした。また，300の消費者エージェントを格子状に一様に配置し，移動コストは 2次
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図 6 結果表示の例 
    [a] 初期状態           [b] 1ステップ目の Aの更新フェーズ終了時 
   
 
      [c] 3ステップ目終了時           [d] シミュレーション終了時 
   













など) の相互作用によって生じ，彼らは自身の行動を制約するゲームのルールとしての制度 (North, 




























ケティングである (cf. Narver, Slater, and MacLachlan, 2004; 栗木・水越・吉田, 2012)。こうした新し
い競争軸の創造を説明するには March (1991) の探索－活用モデルや Gavetti (2012) の戦略の行動理




ちになるという (Levinthal and March, 1993)。March (1991) を参照し学習メカニズムの違いを空間的
競争モデルに組み込むことによって，新たな市場空間を模索し創造する企業行動をモデル化できる
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1 本論で言うところの“立地”は，小売業者がある特定の場所に店舗を構えるという意味だけでなく，属性空間
上の特定の点にポジショニングするという意味も含まれる。 




3 売り手が複数の立地を選択する状況を想定した研究も存在している  (e.g., Pal and Sarkar, 2002; Janssen, 
Karamychev, and van Reeven, 2005; Yasuda 2013)。たとえば，そうしたケースとしては，小売業者による多店舗
展開や製造業者によるライン拡張などが考えられる。この問題は，本論では扱わないが，マルチエージェント
シミュレーションによる拡張可能性が高い領域であろう。 
4 2人の売り手が同じ立地を選択した場合，ベルトラン競争が行われて，pA と pBは限界費用と等しい水準まで
低下する。 
5 詳細については，丸山・成生 (1997) を参照のこと。 




であろう (Pal, 1998)。 
7 Anderson and Neven (1991) のモデルでは，線分市場の任意の点 xの逆需要関数が P (x) =a－b Q (x) で与えられ
る。 
8 artisoc 4.0 standard は学生および教育機関教職員に対して無償で配布されている。株式会社構造計画研究所の
WEBサイト (http://mas.kke.co.jp/) から入手することができる。 
9 買い物弱者に関する研究では，自宅から最寄りの飲食料品小売店までの距離を算出し，自宅から 500メートル
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